
　洲本市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例第６条の規定に基づき、平成３０年度における

人事行政等の状況について公表します。

Ⅰ 職員の任免の状況

１．職員の採用状況（平成30年度）

２．職員の退職状況 （平成30年度）

３．職員数の状況

（1)部門別職員数の状況（各年４月１日現在） （単位：人）

（注）職員数は一般職に属する職員数である。

（2)年齢別職員構成の状況（平成３０年４月１日現在）

　

（注）職員数は一般職に属する職員数である。
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Ⅱ　職員の人事評価の状況

管理職その他一般職員に対して能力評価及び業績評価を実施し、人材育成に活用しています。

Ⅲ　職員の給与の状況

１．人件費の状況（普通会計決算）

２．職員給与費の状況（普通会計決算）

(注) １　職員手当には退職手当を含まない。

       ２　職員数は、平成26年４月１日現在の人数である。２　職員数は、平成30年４月１日現在の人数である。

３　給与費については再任用（短時間勤務）の給与費が含まれており、職員数には当該職員を含んでいない。

３．ラスパイレス指数の状況

４．職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成３０年４月１日現在）

①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

③教育職

歳 円 円

(注) １　「平均給料月額」とは、平成３０年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

Ｂ／Ａ

公　　務　　員

5,8342,053,823

29年度の人件費率

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

洲本市 36.7 276,521 300,876

２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての

諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたも

の）で算出している。

う ち 清 掃 職 員 55.1 17 320,976 363,117 335,141

国 50.7 2,553 286,817 ― 328,637

う ち 用 務 員 53.7 8 329,525 343,713 336,525

う ち そ の 他 50.2 12 304,775 345,559 318,850

（A） （国比較ベース）

洲本市 52.8 38 316,663 352,186 329,439

区　　分 平 均 年 齢 職員数 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

国 43.5 329,845 ― 410,940

年度 人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円

洲本市 41.0 319,667 381,394 347,917

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

平均給与月額

（国比較ベース）

（注）ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や

経験年数の差による影響を補正し、国の行政職給料表（一）適用職員の棒給月額を１００として計算した指数。

30 352 1,290,707 233,827 529,289

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 （参考）一人当たり

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 給与費 B/A

30 44,028 24,688,801 229,009 3,579,189 14.5 15.7

年度 人　 　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　　％ 　　　　　　　　　　　％

区　　分 住民基本台帳人口 歳 出 額 実 質 収 支 人 件 費 人 件 費 率 （参考）

（平成31年１月１日） 　　　　　　Ａ 　　　　　　Ｂ

H29.4.1

99.1

H30.4.1

99.8



　　

５．職員の初任給の状況（平成３０年度）

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

６．一般行政職の級別職員数等の状況（平成３０年度）

（注）１　洲本市職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

７．職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当（平成３０年度）

千円

（３０年度支給割合） （３０年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

 月分  月分  月分  月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　２～１５％ ・役職加算　５～２０％

・管理職加算　なし ・管理職加算　１０～２５％

（注）　（　　　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

１号給の

給料月額

最高号給の

給料月額

洲　　　　　本　　　　　市 国

１人当たり平均支給額（３０年度決算） ―

１　　級 事務員、技術員 19人 7.3% 144,100円

　　(1.45) 　　(0.9) 　　(1.45) 　　(0.9)

1,539

2.60 1.85 2.60 1.85

247,600円

３　　級 主任 23人 8.9% 230,000円 350,000円

２　　級 主事、技師 34人 13.1% 194,000円 304,200円

５　　級 係長 69人 26.6% 288,900円 393,000円

４　　級 主査 45人 17.4% 263,000円 381,000円

７　　級 部長、参事、課長、主幹 42人 16.2% 362,900円 444,900円

６　　級 課長補佐、副主幹 27人 10.4% 319,200円 410,200円

教　育　職

大　学　卒 180,700 ―

短　大　卒 161,300 ―

区　　分 標準的な職務内容 職員数 構成比

一般行政職

大　学　卒 180,700 180,700

高　校　卒 148,600 148,600

技能労務職

高　校　卒 148,600 ―

中　学　卒 144,100 ―

区　　　　　分 洲　本　市 国



（2) 退職手当（平成３０年度）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

　　定年前早期退職特例措置（２％～45％加算） 　　定年前早期退職特例措置（２％～45％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、３０年度に退職した職員に支給された平均額である。

 (3) 地域手当（平成３０年度）

千円

千円

％ 人 ％

（注）平成19年4月1日以降は県からの派遣職員にのみ支給。

 (4) 特殊勤務手当（平成３０年度）

千円

円

　％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

47.709

護送作業手当

右記の業務に従事し

た職員

精神病患者若しくは結核患

者又は行旅病人の入院措置

の護送作業に従事

― １日740円

精神結核保健

業務手当

保健師又は看護師

家庭を訪問して精神病患者

又は結核患者に接して療養

又は看護の指導に従事

17 １日300円

用地交渉等手当

用地課職員及び用

地交渉業務従事職

員

庁舎外において市の事業の

推進に必要な土地の取得等

に係る交渉又はその事業の

施行により生ずる損失の補

償に係る交渉の業務で市長

が困難であると認めるものに

従事

31 １日400円

社会福祉業務

現業手当

右記の業務に従事し

た職員

社会福祉法（昭和26年法律

第45号）第15条第１項第２号

に規定する現業を行う職員

が、家庭等を訪問し現業に

従事

291 １日400円

滞納処分手当 税務職員

物件の差押え、差押物件の

引揚げ等の滞納処分に従事

12 １日400円

評価事務手当 税務職員

庁舎外において固定資産税

の課税客体のうち土地及び

家屋に係る評価事務に従事

73 １日400円

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

支給実績

（平成30年度）

左記職員に対する

支給単価

徴収手当 税務職員

家庭等を訪問し、納税の督

励、徴収等の事務に従事

40 １日400円

支給職員１人当たり平均支給年額（３０年度決算） 534,398

職員全体に占める手当支給職員の割合（３０年度） 11.8

手当の種類（手当数） 25

市内全地域 0.0 4 0

支給実績（３０年度決算） 26,720

支給実績（30年度決算） 1,267

支給職員１人当たり平均支給年額（３０年度決算） 317

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

47.709 47.709 47.709

5,041 19,854

28.0395 33.27075 28.0395 33.27075

39.7575 47.709 39.7575 47.709

洲　　　　　　　　本　　　　　　　　市 国

19.6695 24.586875 19.6695 24.586875



千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

災害従事手当

右記の業務に従事し

た職員

異常な自然現象又は大規模

な事故により重大な災害が

発生し、若しくは発生するお

それがある場合において、洲

本市災害対策本部の指示に

従い、防災又は救助の業務

に従事

632 １災害1,270円

手術手当 医師 手術 ― １回20,000円

死獣処理手当

右記の業務に従事し

た職員

(１)　屋外に放置された死獣

の収容作業又は飼い主の要

請を受け犬猫等の死体の引

取り作業に従事したとき

(２)　収容された死獣を定め

られた処分場に搬送する等

の処理作業に従事したとき

393 １回500円

道路上作業手当

右記の業務に従事し

た職員

道路の維持修繕の作業又は

上下水道管の補修作業若し

くは公園の清掃作業のうち道

路上で行うごみの積載等の

作業に従事

72 １日200円

狂犬病予防注射

従事手当

右記の業務に従事し

た職員

狂犬病予防注射に従事 18 １日510円

防疫作業手当

右記の業務に従事し

た職員

(１)　感染症の予防及び感染

症の患者に対する医療に関

する法律（平成10年法律第

114号）第６条に規定する１類

感染症、２類感染症、３類感

染症又は新感染症の病原体

に汚染されている区域にお

いて、感染症患者の救護又

は当該病原体の付着した物

件若しくは付着の疑いのある

物件の処理作業又は消毒作

業に従事したとき

(２)　家畜伝染病予防法（昭

和26年法律第166号）に規定

する患畜又は擬似患畜の殺

処分の立会い、畜舎の消毒

又は死体の焼却作業に従事

したとき

― １日740円

清掃等作業手当 環境整備課職員

清掃作業又は火葬場作業に

従事

2,173 １日900円

放射線作業手当 放射線技師 放射線作業に従事 44 １日230円

死体処理手当

右記の業務に従事し

た職員

(１)　行旅死亡人又は変死者

の処置作業に従事したとき

(２)　診療所の入院患者又は

特別養護老人ホームの入所

者が死亡し、死後の処置を

行ったとき

44 １日4,000円

訪問看護待機手当

右記の業務に従事し

た職員

訪問看護対象世帯からの緊

急の呼び出しに対応するた

めに待機

486

勤務日の時間外に待機1日

1,000円、週休日・休日に待

機１日2,000円

夜間看護等手当

右記の業務に従事し

た職員

深夜（午後10時から翌日の

午前５時までの間をいう。）に

おける看護又は介護業務に

従事

1,074 勤務１回3,000円

訪問看護業務手当

看護師、理学療法士

等の職員

家庭を訪問し療養上の世話

又は必要な診療の補助若し

くはリハビリテーション等の訪

問看護の業務に従事

315 １日200円



千円

千円

千円

千円

千円

千円

 (5) 時間外勤務手当（平成３０年度）

千円

円

千円

円

（注） 職員数には管理職手当を支給される職員を含めない。

（6) その他の手当（平成３０年度）

円

円

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ３ ０ 年 度 決 算 ） 211,756

住居手当

○自ら居住するため住宅を

借り受け、家賃を支払ってい

る職員

・家賃23,000円以下　家賃－

12,000円

・家賃23,000円超

11,000円＋（家賃－23,000

円）×1/2（27,000円限度）

○単身赴任手当を支給され

ている職員の配偶者が居住

する住居

・上記額の1/2を加算

同じ ― 21,394 千円 297,144

扶養手当

○扶養親族のある職員に対

して支給

・配偶者　6,500円

・子　10,000円

・その他の扶養親族　6,500

円

・16歳になる年度初めから22

歳になった年度末までの子

の加算　5,000円

同じ ― 49,271 千円 263,481

手　当　名 内容及び支給単価 との異同 異なる内容 （３０年度決算） 平均支給年額

（３０年度決算）

国の制度 国の制度と 支給実績 支給職員１人当たり

支 給 実 績 （ ２ ９ 年 度 決 算 ） 76,615

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ ９ 年 度 決 算 ） 194,949

待機手当 医師 待機 2,128

１日につき平日5,000円、

休日7,500円

支 給 実 績 （ ３ ０ 年 度 決 算 ） 79,620

研究研修手当 医師 研究研修 11,404

１か月勤務した月１月に

つき60万円を上限として

別に定める額

嘱託医契約手当 医師

医師会との協議に基づく市

内企業等との嘱託医契約及

び市の運営する施設との嘱

託医契約

― 契約金額の７割

往診手当 医師 往診 3,191

１回　勤務時間内及び休日、

夜間、深夜（午後10時から午

前６時まで）の診療保険点数

表に定める距離に応じて、そ

れぞれ該当する診療保険点

数に10円を乗じて得た額の８

割を超えない範囲の額

時間外診療手当 医師

外来の時間外、休日、深夜

の診療

1,281

１回　診察料点数表の初診

料又は再診料の基本点数

に、時間外、休日、深夜に該

当する加算点数を加えた点

数に10円を乗じて得た額の８

割を超えない範囲の額

入院手当 医師 入院 3,001

有床診療所に入院する患者

１人１日につき1,000円を延

べ入院患者数に乗じて得た

額



円

円

円

円

円

円

円

８．特別職の報酬等の状況（平成３０年度）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

報

酬

議 長

390,000

422,000

180,000

505,000 230,000

505,000

副 議 長 422,000 474,000 200,000

議 員 390,000 442,000

545,000

960,000

管理職手当

○管理又は監督の地位にあ

る一定範囲の職員に対して、

職責に応じた定額を支給

同じ ― 37,620

給

料

（参考）類似団体における最高／最低額

副 市 長 740,000 772,000 483,000

770,000

― 1,975 千円 42,023

区 分 給 料 月 額 等

管理職特別勤務手当

○管理職が臨時又は緊急の

必要その他の公務の運営の

必要により、週休日又は休日

等の勤務１回に当たり、

12,000円を超えない額。週

休日以外の日の午前０時か

ら午前５時までの間の勤務１

回に当たり、6,000円を超え

ない額。

同じ

市 長 920,000 950,000 259,000

千円

夜間勤務手当

○正規の勤務時間が深夜に

わたる職員に支給

・勤務１時間当たりの給与額

×25%×午後１０時から翌日

の午前５時までの勤務時間

異なる

勤務１時間当

たりの給与額

の算出方法

が異なる

時間外勤務

手当に合算

―

800,426

宿日直手当

○宿日直勤務を行った職員

に支給

・通常の宿日直　5,500円

異なる 国は4,200円 0 千円 0

単身赴任手当

○異動又は公署の移転を原

因として単身赴任となった職

員に対して、二重生活による

経済的負担を軽減すること

等を目的として支給（職員の

住居と配偶者の住居の距離

が６０ｋｍ以上）

・26,000円（交通距離100km

以上の場合、距離に応じて

6,000円～58,000円加算）

同じ ― 0 千円 0

初任給調整手当

○専門的知識を必要とし、か

つ、採用による欠員補充が

困難である等の事情が考慮

される職に新たに採用される

職員のために設けられたもの

で、民間企業の初任給との

水準を調整するために支給

される手当

　　・医師　368,400円以内

（35年）

同じ ― 3,177 千円 1,588,600

通勤手当

○通勤のため交通機関、交

通用具（自動車等）を使用し

ている職員に支給（徒歩によ

り通勤するものとした場合の

通勤距離が片道1km未満で

ある職員を除く）

・交通機関を使用している職

員

  運賃等相当額（鉄道等利

用者は6箇月定期券の額）支

給限度額55,000円

・交通用具（自動車等）を使

用している職員　通勤距離に

応じ2,500円～26,400円

異なる

国は片道2ｋ

ｍ未満無支

給。また交通

用具（自動車

等）を使用し

ている職員に

対する手当が

国より2,000円

高い（片道2ｋ

ｍ以上の各距

離区分）。

46,666 千円 121,844



月分 （100分の15を減じた額）

月分 （100分の8を減じた額）

月分 （100分の5を減じた額）

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

給料月額×在職月数×0.40 円 　 任期毎

給料月額×在職月数×0.24 円    任期毎

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         

     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤めた場合   

         における退職手当の見込額である。                                 

Ⅳ　職員の勤務時間及びその他の勤務条件の状況

１．職員の勤務時間・休憩時間（平成３０年４月１日現在）

２．主な休暇等の導入状況（平成３０年４月１日現在）

Ⅴ　職員の休業に関する状況

育児休業等の取得状況（平成３０年度） （単位：人）

市 長 17,664,000

副 市 長 8,524,800

期

末

手

当

市 長

議 長 　　（３０年度支給割合）

副 議 長 4.05

議 員

退

職

手

当

備　　　　考

　　（３０年度支給割合） 4.15

副 市 長 4.15

38時間45分 

開始時間 終了時間  休憩時間

8時30分 17時15分 12時00分～13時00分

法要休暇

出産補助休暇

育児時間休暇

産後休暇

産前休暇

結婚休暇

ボランティア休暇

ドナー休暇

裁判員休暇

選挙休暇

その他の傷病

結核性疾患

公務傷病

必要と認められる期間

必要と認められる期間

１週間の勤務時間 

介護休暇

組合休暇

男性

0

女性

9

合計

9

種別

部分休業

出産の日の翌日から９週間

１日２回30分以内（生後１年まで）

２日以内（配偶者の出産に伴い勤務しないことが相当であると認め

られる場合）

５日以内（配偶者の出産予定日８週間(多胎妊娠の場合は14週間)

前の日から産後９週間まで）

１回につき３日以内

必要と認められる期間（妊娠満23週までは４週間に１回、満24週か

ら満36週から出産までは２週間につき１回、満36週から出産までは１

週間につき１回、産後１年まではその間に１回）

必要と認められる期間

夏季休暇

災害復旧休暇

出勤困難休暇

退勤危険回避休暇

３日以内（７月～９月）

７日以内

必要と認められる期間

必要と認められる期間

連続する６か月の期間内において必要と認められる期間

３０日以内

20日

任命権者が療養上必要と認める期間

２年以内

９０日以内

必要と認められる期間

種類

５日以内

５日以内

出産予定日を含む８週間(多胎妊娠の場合は14週間)以内

妊婦の時間短縮休暇

母性保護休暇

生理休暇

妊婦の通院休暇

育児参加休暇

付与日数等

育児休業 0 13 13

必要と認められる期間（１日１時間以内）

５日以内

親族の区分により１日から７日

１日以内

家族の看護休暇

忌引休暇

年次有給休暇

病気休暇

特別休暇



Ⅵ　職員の分限及び懲戒処分の状況

１．分限処分者数（平成３０年度） （単位：人）

２．懲戒処分者数（平成３０年度） （単位：人）

Ⅶ　職員の服務の状況

Ⅷ　職員の退職管理の状況

Ⅸ　職員の研修の状況

職員の研修の状況（平成３０年度）

洲本市

淡路広域行政事務組合

兵庫県自治研修所

兵庫県

公務員倫理指導者研修 1人

民法研修 1人

財政担当職員研修 1人

選挙事務担当職員研修 1人

徴収事務担当職員研修 1人

降給 合計

0

0心身の故障の場合

勤務実績が良くない場合

区分 降任 免職 休職

0

6

0

0

0

0

0

0

6

0

0

0

免職

0

0

0

0

0

0

0

0 0

1

0

0

全体の奉仕者たるにふさわしくない

非行のあった場合

職務上の義務に違反し又は職務を

怠った場合

法令に違反した場合

区分 戒告

0

0

0

0

0

廃職又は過員となった場合

職に必要な適格性を欠く場合

区　　　　　分

0

0

0

0

　地方公務員法において、服務の根本基準として「職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために

勤務し、かつ、職務の遂行に当たっては、全力を挙げてこれに専念しなければならない」ことが規定さ

れているほか、法令及び職務命令に従う義務をはじめとして、信用失墜行為の禁止、秘密を守る義

務、職務に専念する義務など、職務上の遵守義務が定められおり、随時服務規律の徹底を図っていま

す。

23人

　地方公務員法の改正（平成28年4月1日）に伴い、退職後に営利企業等に再就職した元職員が退職

前の職務に関して、一定期間現職職員への働きかけを行うことが禁止されています。

総合例規管理システム操作研修

プレゼンテーション研修

刑事事件に関し起訴された場合

0

減給

0

合計

0

0

0

受講者数

8人新任職員研修

停職

1人

1人

給与事務担当職員研修

法制執務担当職員研修

行政法研修（争訟）

クレーム対応力向上研修（法的対応編）

財務担当職員研修

10人

12人

8人

1人

地方公営企業会計担当職員研修

人事・労務担当職員研修

淡路島３市合同新任職員研修

市町職員第1部研修

中堅職員研修

監督職研修

管理職研修

行政法研修（基礎） 1人

接遇指導者研修 1人

淡路島３市中堅職員研修 12人

38人

研修企画担当者研修

メンタルヘルス研修 35人

1人

4人

2人

1人

2人

7人

9人



全国市町村国際文化研修所

Ⅹ　職員の福祉及び利益の保護の状況

１．職員健康診断等の実施状況（平成３０年度）

２．公務災害等の発生状況（平成３０年度）

３．共済組合

　兵庫県市町村職員共済組合に加入しています。詳細は下記ホームページをご覧ください。

http://www.h-kyosai.or.jp/

４．洲本市職員互助会

交通不便地域の住民サービスを考える 1人

シニアマネジャー研修 1人

障がいのある人への自立支援 1人

　洲本市職員互助会は、職員の相互共済及び福利増進を図ることを目的として、会員の福利厚生等に

関する資金の給付事業、レクリエーション事業、クラブ活動助成等を行っています。

栄典事務担当職員研修

構造物（擁壁）設計演習に関する技術講習

下水道に関する技術講習会

河川講習会（計画）

1人

1人

1人

公務災害

通勤災害

区分 件数

3件

1件

定期健康診断

人間ドック

区分

地方債事務担当職員研修

統一的な基準による地方公会計の整備に

関する研修

1人

3人

受診者数

315人

245人

1人

10人

2人

提案を実現するための方法

日本経営協会、全国社会福祉協議会中央

福祉学院

6人

兵庫県市町振興協会

 兵庫県まちづくり技術センター

その他

パソコン研修


